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「消費税増税反対署名」が1000万人分を突破!!　
6・２４署名提出・国会議員要請行動を計画。引き続き2000万人目指
し取り組みを強めることで増税阻止世論の高揚を!　　　　　中央各界連
　中央各界連は６月16日に運営委員会を開催しました。

民主党政権が「社会保障と税一体改革」で、社会保障改革案と合わせ、2015年までに消費税率10％引き上げの方向を示したことなどから、そのことを含め消費税をめぐる情勢などで討論をおこないました。
運営委員会では、その討論を踏まえ、情勢にかみ合う宣伝物の作成、中央社保協との共同の取り組みなど、今後の取り組みの方向を確認にしました。
また、５月末の署名集約で、各界連として取り組んできた「消費税増税反対署名」が1000万人を突破したことを確認。新たに2000万人分をめざし、引き続き取り組みを強めることと合わせ、６月24日には、1000万人突破の署名提出行動と国会議員要請行動に取り組むことをきめました。（衆議院第１議員会館第１会議室、午前11時より）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全自治体での宣伝行動めざし奮闘　　　神奈川県各界連

　神奈川県各界連は、「復興財源・社会保障名目での増税阻止、怒りの宣伝行動日」として６月15日を設定し、全自治体での宣伝行動めざし取り組みを強めてきました。15日の時点で宣伝行動をおこなった自治体は40を超えており、月末に向け最終的には68の自治体で宣伝行動がおこなわれる予定です。

　宣伝行動の特徴は、１つは、３月の大震災直後の宣伝に対する反応は、復興のためには消費税の増税も仕方がないという声が圧倒的でした。それが今では逆転し、被災者にも重くのしかかる消費税の増税はおかしいという声に変わってきていること。もう一つは、若い人の反応が非常に強く、地域によっては、高校生が飛び入り参加し、画板を持って署名を呼びかける経験などが生まれていることです。こうした宣伝行動を通じて再建される地域各界連も出てきており、県各界連では、方針通り、全自治体での宣伝を徹底することにしています。
大企業減税やめて復興に　　　山形県各界連
山形県各界連は、５月の定例宣伝行動をJR山形駅前でおこない、大震災復興を理由にした消費税増税には反対と署名を訴えました。また、行動では、シール投票もおこないました。
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